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市税条例内で規定するわがまち特例の割合    （網掛けは地方税法記載内容を抜粋）   

市税条例(法附則第 15 条第 2 項第 1 号等の条例で定める割合) 

第 10 条の 2 法附則第 15 条第 2 項第 1 号に規定する市の条例で定める割合は 2 分の 1 とする。 

一 水質汚濁防止法第二条第二項に規定する特定施設又は同条第三項に規定する指定地域特定施設(瀬戸内

海環境保全特別措置法第十二条の二又は湖沼水質保全特別措置法第十四条の規定により当該指定地域特

定施設とみなされる施設を含む。)を設置する工場又は事業場の汚水又は廃液の処理施設で総務省令で定

めるもの(電気供給業を行う法人が電気供給業の用に供するものを除く。) 二分の一を参酌して三分の一

以上三分の二以下の範囲内において市町村の条例で定める割合(当該処理施設が第三百八十九条の規定

の適用を受ける場合には、二分の一) 

2 法附則第 15 条第 2 項第 5 号に規定する市の条例で定める割合は 5 分の 4 とする。 

五 下水道法第十二条第一項又は第十二条の十一第一項に規定する公共下水道を使用する者(令和四年四月

一日以後に供用が開始された同法第二条第三号に規定する公共下水道の同条第七号に規定する排水区域

内の工場又は事業場(以下この号において「工場等」という。)において当該供用が開始された日前から引

き続き事業を行う者に限る。)が当該工場等に設置した同法第十二条第一項に規定する除害施設で総務省

令で定めるもの 五分の四を参酌して十分の七以上十分の九以下の範囲内において市町村の条例で定め

る割合(当該除害施設が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、五分の四) 

3 法附則第 15 条第 25 項第 1 号イに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

一 次に掲げる特定再生可能エネルギー発電設備 当該特定再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税

の課税標準となるべき価格に三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の範囲内において市町村の

条例で定める割合(当該特定再生可能エネルギー発電設備が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合

には、三分の二)を乗じて得た額 

イ 太陽光を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備で総務省令で定めるもの(再生可能エネルギー

電気の利用の促進に関する特別措置法第二条第五項に規定する認定発電設備(以下この号及び次号ハに

おいて「認定発電設備」という。)であるものを除く。次号イにおいて「特定太陽光発電設備」という。)で総務

省令で定める規模未満のもの 

 

 

 

4 法附則第 15 条第 25 項第 1 号ロに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

ロ 風力を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備(認定発電設備であるものに限る。次号ロにおい

て「特定風力発電設備」という。)で総務省令で定める規模以上のもの 

5 法附則第 15 条第 25 項第 1 号ハに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 3

分の 2 とする。 

ハ 地熱を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備(認定発電設備であるものに限る。第三号ロにお

いて「特定地熱発電設備」という。)で総務省令で定める規模未満のもの 

6 法附則第 15 条第 25 項第 1 号ニに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 3 分

の 2 とする。 

ニ バイオマスを電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備(認定発電設備であるものに限る。第三号

ハにおいて「特定バイオマス発電設備」という。)で同号ハの総務省令で定める規模以上総務省令で定める

規模未満のもの 

7 法附則第 15 条第 25 項第 2 号イに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 4 分

の 3 とする。 
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二 次に掲げる特定再生可能エネルギー発電設備 当該特定再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産

税の課税標準となるべき価格に四分の三を参酌して十二分の七以上十二分の十一以下の範囲内にお

いて市町村の条例で定める割合(当該特定再生可能エネルギー発電設備が第三百八十九条の規定の適

用を受ける場合には、四分の三)を乗じて得た額 

イ 特定太陽光発電設備(前号イに掲げるものを除く。) 

8 法附則第 15 条第 25 項第 2 号ロに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

ロ 特定風力発電設備(前号ロに掲げるものを除く。) 

9 法附則第 15 条第 25 項第 2 号ハに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 4

分の 3 とする。 

ハ 水力を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設備(認定発電設備であるものに限る。次号イにおい

て「特定水力発電設備」という。)で総務省令で定める規模以上のもの 

10 法附則第 15 条第 25 項第 3 号イに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

三 次に掲げる特定再生可能エネルギー発電設備 当該特定再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産

税の課税標準となるべき価格に二分の一を参酌して三分の一以上三分の二以下の範囲内において市町

村の条例で定める割合(当該特定再生可能エネルギー発電設備が第三百八十九条の規定の適用を受け

る場合には、二分の一)を乗じて得た額 

イ 特定水力発電設備(前号ハに掲げるものを除く。) 

 

11 法附則第 15 条第 25 項第 3 号ロに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

ロ 特定地熱発電設備(第一号ハに掲げるものを除く。) 

12 法附則第 15 条第 25 項第 3 号ハに規定する設備について同号に規定する市の条例で定める割合は 2

分の 1 とする。 

ハ 特定バイオマス発電設備で総務省令で定める規模未満のもの 

13 法附則第 15 条第 28 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 2 とする。 

２８ 水防法(昭和二十四年法律第百九十三号)第十五条第一項第四号イに規定する地下街等(同法第十四条

第一項(第一号に係る部分に限る。)若しくは第二項(第一号に係る部分に限る。)の規定により国土交通大

臣若しくは都道府県知事が指定するこれらの規定に規定する洪水浸水想定区域、同法第十四条の二第一項

(第一号に係る部分に限る。)若しくは第二項(第一号に係る部分に限る。)の規定により都道府県知事若し

くは市町村長が指定するこれらの規定に規定する雨水出水浸水想定区域又は同法第十四条の三第一項(第

一号に係る部分に限る。)の規定により都道府県知事が指定する同項に規定する高潮浸水想定区域内にあ

るものに限る。以下この項において同じ。)の所有者又は管理者が平成二十九年四月一日から令和八年三

月三十一日までの間に取得した当該地下街等における洪水時、雨水出水時又は高潮時の避難の確保及び

洪水時、雨水出水時又は高潮時の浸水の防止を図るための設備で総務省令で定めるもの(同法第十五条の

二第一項の規定により当該所有者又は管理者が作成する計画に記載されたものに限る。)に対して課する

固定資産税の課税標準は、第三百四十九条の二の規定にかかわらず、当該設備に対して新たに固定資産税

が課されることとなつた年度から五年度分の固定資産税に限り、当該設備に係る固定資産税の課税標準と

なるべき価格に三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の範囲内において市町村の条例で定める

割合(当該設備が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、三分の二)を乗じて得た額とする。 

14 法附則第 15 条第 32 項に規定する市の条例で定める割合は 2 分の 1 とする。 

32 平成二十九年四月一日から令和六年三月三十一日までの期間(以下この項において「補助開始対象期

間」という。)に政府の補助で総務省令で定めるものを受けた者が児童福祉法第六条の三第十二項に規定

する業務を目的とする同法第五十九条の二第一項に規定する施設(同項の規定による届出がされたものに

限る。)のうち当該政府の補助に係るもの(以下この項において「特定事業所内保育施設」という。)の用に
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供する固定資産で政令で定めるものに対して課する固定資産税又は都市計画税の課税標準は、第三百四

十九条、第三百四十九条の二又は第七百二条第一項の規定にかかわらず、補助開始対象期間内に最初に

当該特定事業所内保育施設に係る政府の補助を受けた日(以下この項において「補助開始日」という。)の

属する年の翌年の一月一日(補助開始日が一月一日である場合には、同日)を賦課期日とする年度から五

年度分(その者がその年度の初日の属する年の一月一日において補助開始日から引き続き当該政府の補

助を受けている場合における当該年度分及び補助開始日が一月一日である場合における同日を賦課期日

とする年度分に限る。)の固定資産税又は都市計画税に限り、当該固定資産に係る固定資産税又は都市計

画税の課税標準となるべき価格に二分の一を参酌して三分の一以上三分の二以下の範囲内で市町村の条

例で定める割合(当該固定資産が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、二分の一)を乗じて得

た額とする 

15 法附則第 15 条第 33 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 2 とする。 

３3 都市緑地法第六十九条第一項の規定により指定された緑地保全・緑化推進法人(同法第七十条第一号ロ

に掲げる業務を行うものに限る。)が都市緑地法等の一部を改正する法律(平成二十九年法律第二十六号)

の施行の日から令和七年三月三十一日までの間に都市緑地法第六十三条に規定する認定計画に基づき設

置した同法第五十五条第一項に規定する市民緑地の用に供する土地で政令で定めるものに対して課する

固定資産税又は都市計画税の課税標準は、第三百四十九条又は第七百二条第一項の規定にかかわらず、

当該市民緑地を設置した日の属する年の翌年の一月一日(当該設置した日が一月一日である場合には、同

日)を賦課期日とする年度から三年度分の固定資産税又は都市計画税に限り、当該土地に係る固定資産税

又は都市計画税の課税標準となるべき価格に三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の範囲内に

おいて市町村の条例で定める割合を乗じて得た額とする。 

16 法附則第 15 条第 42 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 1 とする。 

４2 次に掲げる施設のうち、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律(令和三年法律第三十一

号)の施行の日から令和六年三月三十一日までの間に取得されたものに対して課する固定資産税の課税標

準は、第三百四十九条の二の規定にかかわらず、当該施設に係る固定資産税の課税標準となるべき価格に

三分の一を参酌して六分の一以上二分の一以下の範囲内において市町村の条例で定める割合(当該施設

が第三百八十九条の規定の適用を受ける場合には、三分の一)を乗じて得た額とする。 

一 特定都市河川浸水被害対策法(平成十五年法律第七十七号)第十五条に規定する認定事業者が同条に

規定する認定計画に基づき設置した同法第二条第六項に規定する雨水貯留浸透施設で総務省令で定め

るもの 

二 下水道法第二十五条の十四に規定する認定事業者が同条に規定する認定計画に基づき設置した同法

第二十五条の十第一項に規定する雨水貯留浸透施設で総務省令で定めるもの 

 

 

17 法附則第 15 条の 8 第 2 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 2 とする。 

２ 市町村は、平成二十七年四月一日から令和七年三月三十一日までの間に新築された高齢者の居住の安定

確保に関する法律第七条第一項の登録を受けた同法第五条第一項に規定するサービス付き高齢者向け住

宅である貸家住宅(その全部又は一部が専ら住居として貸家の用に供される家屋をいう。以下この項にお

いて同じ。)で政令で定めるものに対して課する固定資産税については、前条第二項又は前項、次項若しく

は第四項の規定の適用がある場合を除き、当該貸家住宅に対して新たに固定資産税が課されることとなつ

た年度から五年度分の固定資産税に限り、当該貸家住宅に係る固定資産税額(区分所有に係る貸家住宅

(区分所有に係る家屋である貸家住宅をいう。以下この項において同じ。)にあつてはこの項の規定の適用

を受ける部分に係る税額として各区分所有者ごとに政令で定めるところにより算定した額の合算額とし、

区分所有に係る貸家住宅以外の貸家住宅(専ら住居として貸家の用に供される部分以外の部分を有する貸

家住宅その他の政令で定める貸家住宅に限る。)にあつてはこの項の規定の適用を受ける部分に係る税額

として政令で定めるところにより算定した額とする。)の三分の二を参酌して二分の一以上六分の五以下の
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範囲内において市町村の条例で定める割合に相当する額を当該貸家住宅に係る固定資産税額から減額す

るものとする。 

18 法附則第 15 条の 9 の 3 第 1 項に規定する市の条例で定める割合は 3 分の 1 とする。 

第十五条の九の三 市町村は、新築された日から二十年以上を経過したマンション(マンションの管理の適正

化の推進に関する法律(平成十二年法律第百四十九号)第二条第一号に規定するマンションであつて、人の

居住の用に供する専有部分のうち政令で定める専有部分を有するものをいう。以下この項において同じ。)

のうち、同法第五条の二第一項の規定による助言若しくは指導を受けた同項に規定する管理組合の管理者

等に係るマンション又は同法第五条の八に規定する管理計画認定マンションで政令で定めるものであつ

て、令和五年四月一日から令和七年三月三十一日までの間にマンションの建物の外壁について行う修繕又

は模様替を含む大規模な工事で総務省令で定めるものが行われたもの(当該工事が行われた棟に限る。以

下この条において「特定マンション」という。)に係る区分所有に係る家屋に対して課する固定資産税につい

ては、附則第十五条の九第一項若しくは前条第一項の規定の適用がある場合又は当該特定マンションが既

にこの項の規定の適用を受けたことがある場合を除き、当該工事が完了した日の属する年の翌年の一月一

日(当該工事が完了した日が一月一日である場合には、同日)を賦課期日とする年度分の固定資産税に限

り、当該特定マンションに係る区分所有に係る家屋に係る固定資産税額(この項の規定の適用を受ける部

分に係る税額として各区分所有者ごとに政令で定めるところにより算定した額の合算額とする。)の三分の

一を参酌して六分の一以上二分の一以下の範囲内において市町村の条例で定める割合に相当する額を当

該特定マンションに係る区分所有に係る家屋に係る固定資産税額から減額するものとする。 


